










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































有率68.13%､民主113･共産9 ･社民7 ･国民新党4 ･新党日本1 t無所属〔郵政民営
化法案反対〕 13･その他無所属6で野党153､計480議席)は､本研究ノートが前提にし
ていた日本の政治社会の大規模な構造変動を示す結果なのか､ 1992年の細川連立内閣･
1993年の政治改革(衆院小選挙区比例代表並立制導入)以来､漂流を続けてきた政治社
会がついにたどり着いた彼岸なのか､なお諸要因を結合した分析を必要としている｡衆
院の3分の2を超える議席を占める巨大与党は､改憲発議を可能とする衆院の立場を固
めたが､参院に対してのみならず野党全体に与えるその政治的インパクトは限りなく大
きいといわざるをえない｡
[注記:自由民主党新憲法起草委員会は2005年10月28円､ ｢新憲法草案｣を決定し発表し
た｡同日の新聞朝刊各紙に内容が報道されたが､その分析･評価については別稿で考え
たいo]
